
◯◯マンション 大規模修繕委員会運営細則 

第1章 総則 

第1条（目的） 

本細則は、◯◯マンション（以下「当マンション」という）の大規模修繕工事の適正かつ公正な実

施を確保するため、大規模修繕委員会（以下「委員会」という）の運営および委員の資格要件等

について定めることを目的とする。 

第2条（委員会の設置） 

1.​ 理事会は、大規模修繕工事の実施に先立ち、委員会を設置する。 
2.​ 委員会は理事会の諮問機関とし、最終的な業者選定・契約締結は理事会および総会の

議決による。 
3.​ 委員会の設置は、理事会の決議を経て、総会の承認を得るものとする。 

第2章 委員会の構成 

第3条（委員の構成） 

1.​ 委員会は以下の構成とする：​
(1) 一般委員（区分所有者から選出）​
(2) 専門委員（建築・設備等の専門知識を有する区分所有者から選出）​
(3) 外部専門家（理事会が選定する第三者の専門家） 

2.​ 委員定数は以下の通りとする：​
(1) 一般委員：10名以内​
(2) 専門委員：3名以内​
(3) 外部専門家：2名以内 

3.​ 理事会との連絡体制を円滑にするため、理事会は理事または監事の中から1名以上を
一般委員として委嘱することができる。ただし、第4条の資格要件を満たす必要がある。 

第3章 委員の資格要件・選任 

第4条（委員の資格要件） 

（1）一般委員 

1.​ 当マンションの区分所有者であること 
2.​ 当マンションにおいて引き続き1年以上居住していること 
3.​ 法人所有の場合、その法人の代表者または従業員は除く 
4.​ 暴力団員等の反社会的勢力に該当しないこと 

（2）専門委員 

1.​ 当マンションの区分所有者であること 
2.​ 建築、設備等の関連資格または実務経験を有すること 



3.​ 現在、当マンションの大規模修繕工事に関連する利害関係を有しないこと 
4.​ 暴力団員等の反社会的勢力に該当しないこと 

（3）外部専門家 

1.​ 建築士、設備士等の資格を有すること 
2.​ 工事業者との利害関係がないこと 
3.​ 過去5年間に当マンションの工事・コンサルティング業務に関与していないこと 

第5条（委員の選任方法） 

1.​ 立候補受付 
○​ 理事会は、一般委員および専門委員の定数枠に応じて、希望する区分所有者か

らの立候補を3週間募集する。 
○​ 立候補する場合は、理事会の定める様式に従い、自己の経歴や関連資格、居住

年数など必要事項を記載のうえ提出すること。 
2.​ 選任手続 

○​ 定数内または欠員状態の場合 
■​ 立候補者数が定数以下の場合、立候補者は全員委員に選任される。た

だし、第4条の資格要件を満たしているかを理事会が確認し、理事会の決
議を経て選任する。 

■​ もし定数に満たない場合は、理事会は追加で候補者を公募するか、また

は理事会が特定の区分所有者へ就任を打診することができる。 
○​ 立候補者が定数を超過した場合 

■​ 定数を超える立候補があった場合は、原則として総会での投票または理

事会による選考により選任する。 
■​ 投票や選考の方法は理事会があらかじめ区分所有者に周知し、公平性・

透明性を確保する。 
○​ 理事・監事が一般委員となる場合 

■​ 第3条第3項に基づき、理事または監事が一般委員として就任することが
ある。この場合も、第4条の資格要件を満たすかを理事会が確認し、理事
会の決議を経る。 

3.​ 外部専門家の選定 
○​ 外部専門家は、理事会が候補者を選定し、委員会の承認を得る。 

第6条（委員の任期） 

1.​ 委員の任期は、委員会の設置から大規模修繕工事の完了報告まで、かつ工事に関する
会計報告が総会で承認されるまでとする。 

2.​ 委員に欠員が生じた場合、理事会は速やかに補欠の委員を選任する。 
3.​ 第3条第3項により選任された理事・監事が任期途中で退任した場合は、その委員資格も

同時に失われるものとする。 

第4章 利益相反の防止 

第7条（誓約書の提出） 

1.​ 全ての委員は、就任時に以下の事項を記載した誓約書を提出しなければならない：​
(1) 現在の職業および所属企業​



(2) 過去5年間の大規模修繕工事への関与実績​
(3) 工事業者・コンサルタント会社等との取引関係の有無​
(4) 実際に居住していることを証明する書類（住民票等）​
(5) 暴力団員等の反社会的勢力との関係がないこと 

2.​ 就任後に新たに利害関係が生じた場合、または誓約書の内容に変更があった場合は、
速やかに理事会へ報告する義務を負う。 

第8条（委員の権限および投票制限） 

1.​ 専門委員は、技術的・専門的な助言を行うが、工事業者の選定等の採決には加わらな
い。 

2.​ 外部専門家は、中立的な立場から技術的助言を行い、投票権は有しない。 
3.​ 工事業者の選定は一般委員のみで行う。 
4.​ 一般委員であっても、工事業者との利害関係が確認された場合は、該当議案の審議・採

決から除外される。 

第5章 透明性の確保 

第9条（記録の作成・保管） 

1.​ 委員会活動の記録​
(1) 全ての会議は可能な限り録音し、議事録を作成する。​
(2) 工事業者との打合せ等は必ず複数の委員が立ち会い、記録を残す。​
(3) 見積書等の検討過程は全て記録し保管する。​
(4) 議事録作成や資料管理は、理事会または管理会社・外部専門家と協力のうえ、簡便
なデジタルツールの活用を推奨する。 

2.​ 情報開示​
(1) 委員の経歴・資格情報を区分所有者に開示する。​
(2) 定期的に委員会活動報告会を開催し、進捗や検討内容を周知する。​
(3) 工事業者選定の経緯を文書化し、区分所有者に公開する。​
(4) 希望する区分所有者は、正当な目的がある場合に限り、見積内容や検討資料の閲
覧を請求できる。 

第9条の2（複数見積の取得と選定手続） 

1.​ 工事業者を選定する際は、原則として3社以上の相見積もりを取得する。 
2.​ 各業者の見積内容・実績・価格・工事期間・アフターサービス等を比較検討するための評

価表を作成し、区分所有者へ開示できる形で管理する。 
3.​ 契約候補となる業者が決定した際には、その決定理由・評価結果等を理事会および委員

会で承認のうえ、総会に報告する。 
4.​ 見積もり依頼や候補業者との日程調整等の事務作業は、必要に応じて管理会社や外部

専門家へ委託できる。 

第9条の3（工事業者との接触および情報管理） 

1.​ 委員会の委員（一般委員・専門委員）は、工事業者との打ち合わせや交渉を行う
場合、必ず複数名が同席し、議事内容を記録する。単独での接触は原則禁止す

る。 



2.​ 業者との面談やヒアリングは、委員会または理事会の承認を得て実施し、その結
果を速やかに委員会および理事会へ報告する。 

3.​ 業者とのメール・電話連絡等についても、極力記録を残し、委員会内で共有する。 
4.​ 工事仕様や見積に関する交渉権限は委員会が保有しつつも、最終的な金額・契

約条件の確定は理事会の承認および総会決議を経て行う。 

第6章 モニタリング体制 

第10条（監視体制） 

理事会は以下の監視体制を構築し、大規模修繕工事の公正性を確保する： 

1.​ 委員の利害関係について、少なくとも年に1回は再確認を行う。 
2.​ 外部専門家による工事計画の妥当性評価を随時受ける。 
3.​ 区分所有者からの意見・質問窓口を設置し、速やかに回答する。 
4.​ 利害関係の確認や質疑応答等は、理事会または管理会社が主体的に取りまとめを行

い、委員会メンバーの負担を軽減することができる。 

第11条（委員の解任） 

以下の場合、理事会は委員を解任することができる： 

1.​ 誓約書への虚偽記載が判明した場合 
2.​ 利益相反行為が発覚した場合、またはこれを故意に隠蔽した場合 
3.​ 正当な理由なく委員会活動を怠った場合 
4.​ 本細則に違反した場合 
5.​ 暴力団員等の反社会的勢力との関係が判明した場合 

第7章 雑則 

第12条（細則の改廃） 

本細則の改正または廃止は、理事会の決議を経て、総会の決議によるものとする。 

附則 

●​ この細則は、2025年○月○日から施行する。 
●​ 本細則に定めのない事項は、区分所有法、当マンション管理規約の定めに従う。 
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